
「コペンハーゲン合意」に基づき提出された
削減目標・行動の例 (1)

1

2020年の排出削減量 基準年

日本 25％削減、ただし、全ての主要国による公平かつ実効性
のある国際枠組みの構築及び意欲的な目標の合意を前提

1990

米国 17％程度削減、ただし、成立が想定される米国エネル
ギー気候法に従うもので、最終的な目標は成立した法律
に照らして事務局に対して通報される(注1)

2005

カナダ 17％削減、米国の最終的な削減目標と連携 2005

ロシア 15-25% （前提条件：人為的排出の削減に関する義務の履
行へのロシアの森林のポテンシャルの適切な算入、すべ
ての大排出国による温室効果ガスの人為的排出の削減に
関する法的に意義のある義務の受け入れ）

1990

豪州 5%から15%又は25%削減(注2) 2000

EU 20% / 30%削減(注3) 1990

（注1：米国）審議中の法案における削減経路は、2050年までに83％削減すべく、2025年には30％減、2030年には42％減。
（注2：豪州）大気中の温室効果ガス濃度を450ppm又はそれ以下に安定化させる合意がなされる場合は、2020年までに
2000年比で25%削減。また、条件なしに2020年までに2000年比5%減、主要途上国が排出抑制を約束し、先進国が比較可
能な約束を行う場合には、2020年までに2000年比15%減。
（注3：ＥＵ）他の先進国・途上国がその責任及び能力に応じて比較可能な削減に取り組むのであれば、2020年までに1990

年比30%減。



2

国名 削減目標・行動

中国 2020年のGDP当たりCO2排出量を2005年比で40～45%削減、
2020年までに非化石エネルギーの割合を15％、2020年までに2005
年比で森林面積を4千万ha増加等。これらは自発的な行動。

インド 2020年までにGDP当たりの排出量を2005年比20～25%削減（農業部
門を除く）。削減行動は自発的なもので、法的拘束力を持たない。

ブラジル 2020年までにBAU比で36.1-38.9%。具体的な行動として、熱帯雨林
の劣化防止、セラード（サバンナ地域の植生の一種）の劣化防止、
穀倉地の回復、エネルギー効率の改善、バイオ燃料の増加、水力
発電の増加、エネルギー代替、鉄鋼産業の改善等

南アフリ
カ

2020年までにBAU比で34%、2025年までにBAU比で42%の排出削減。
これらの行動には先進国の支援が必要であり、メキシコ会合にお
いて条約及び議定書の下での野心的、公平、効果的かつ拘束力の
ある合意が必要。先進国の支援があれば、排出量は2020年から
2025年の間にピークアウトし、10年程度安定し、その後減少。

韓国 温室効果ガスの排出量を追加的な対策を講じなかった場合（BAU）
の排出と比べて2020年までに30%削減。

「コペンハーゲン合意」に基づき提出された
削減目標・行動の例 (2)


